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福井大学 学  長 内木 宏延 
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門官 

神地 大樹(WEB) 
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「カーボンニュートラル福井コンソーシアム」全体会議 配席図

日 時 ： 令和７年８月２５日（月）１１:００～１２:００
場 所 ： 福井県国際交流会館３階 特別会議室

（報道機関 ）
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福井県町村会

県連合婦人会

県建築士会

県森林組合連合会

県農業協同組合中央会

県建設業協会

県中小企業団体中央会

県商工会連合会

県漁業協同組合連合会
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令和7年度
「カーボンニュートラル福井コンソーシアム」

全体会議

令和7年8月25日

4



～次 第～

１ 開 会

２ 知事挨拶

３ 福井県からの報告

４ 各団体における脱炭素化に向けた取組みの報告

５ 意見交換

６ 今後の方針

７ 閉 会
5



２ 開会挨拶

福井県知事 杉本 達治
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３ 福井県からの報告
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① 温室効果ガス排出の現状と
49％削減に向けたロードマップの進捗

② 昨年度会議でのご意見と対応状況

③ 本県の脱炭素化に向けた取組み状況
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最近の主な動き

世

界

2025年1月
トランプ政権誕生（アメリカ合衆国）

就任当日、パリ協定から離脱する大統領令に署名

国

内

2025年2月
主要なエネルギー・環境政策を同日（2/18）に閣議決定
〇地球温暖化対策計画

2030年度目標と2050年ネット・ゼロを結ぶ直線的な経路を、弛まず着実に歩んでいく

〇GX2040ビジョン（脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂）

エネルギー政策と一体となり、エネルギー安定供給確保、経済成長、脱炭素を同時実現

〇第7次エネルギー基本計画
再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を
最大限活用
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国の削減目標（NDC）と温室効果ガスの排出状況

出典）内閣官房・環境省・経済産業省「地球温暖化対策計画の概要」（R7.2）を一部加工

▲24.5％
10.6億トン

10.6
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福井県の温室効果ガスの排出状況

○県では、令和7年2月に本県の温室効果ガス排出量の最新データを公表。削減目標をクリアしているが、排出量は増加傾向。

目標値：7,479千t-CO2
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49％削減に向けたロードマップ（家庭部門）

家
庭
部
門

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030   2050年

28％削減

66％削減
2,018 千t-CO2 （年間排出量）

▲765 千t-CO2

1,451 千t-CO2

686 千t-CO2

施策の方向性：脱炭素型ライフスタイルへの転換（ZEHの普及など住宅におけるエネルギー源の転換、省エネ活動など環境配慮行動の促進 等）

2019年度⇒2030年度の削減目標

▲567 千t-CO2

2013年度⇒2019年度の削減実績

実質ゼロ

実質ゼロに向けて

・更なる電力の脱炭素化

・革新的技術の実装
（例：次世代太陽電池の活用 等）

・取組みの更なる促進・加速化

○2013年度から2019年度までの削減状況について（▲567千t-CO2）

・本県の家庭部門における排出量のうち82%が電力の使用に起因

・国の施策による電力排出係数（電力1kWhを発電する際に生じるCO2排出量）の改善

が温室効果ガス排出削減の大きな要因

1,480 千t-CO2

（目標値1,313千t-CO2）

○排出量増加の要因
・テレワークの浸透や夏季の気温上昇に伴う電力消費量の増加
・電力の排出係数悪化

▲765 千t-CO2 対策の主なもの

電力の脱炭素化【国】（ゼロエミ電源の拡大、火力発電の抑制） 約▲600千t-CO2

住宅・家電の省エネ化（省エネ住宅の普及促進、省エネ家電の購入支援） 約▲100千t-CO2

住宅への太陽光発電の導入 約▲70千t-CO2

2013年度⇒2030年度の削減目標
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49％削減に向けたロードマップ（運輸部門）

運
輸
部
門

4％削減

35％削減1,676 千t-CO2 （年間排出量）

▲519 千t-CO2

1,608 千t-CO2

1,089 千t-CO2

施策の方向性：次世代自動車への転換、公共交通機関の利用拡大、モーダルシフトの促進（次世代車の購入支援、公共交通機関の利用促進 等）

2019年度⇒2030年度の削減目標

▲68 千t-CO2

2013年度⇒2019年度の削減実績

実質ゼロ

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030 2050年

○2013年度から2019年度までの削減状況について（▲68千t-CO2）

・運輸部門は、自動車由来（旅客・貨物）の排出量が9割を占める

・本県の自動車保有台数はここ数年微増。燃費の向上などにより一台あたりの

排出量は減少しているため、全体として排出量は微減となっている

1,275 千t-CO2

（目標値1,365千t-CO2）

実質ゼロに向けて

・革新的技術の実装
（例：カーボンフリー燃料の活用 等）

・MaaSなど公共交通の利便性向上

・取組みの更なる促進・加速化

▲519 千t-CO2 対策の主なもの

次世代自動車の導入（EV・PHV・FCV購入支援、充電インフラの整備促進 等）約▲200千t-CO2

商用車の電動化（バス・トラック等のEV・FCV化）

物流の効率化（モーダルシフトの促進等）

公共交通機関の利用拡大等（公共交通機関や自転車等の利用拡大 等） 約▲10千t-CO2

道路交通流対策（渋滞対策等） 約▲30千t-CO2 

約▲80千t-CO2

○排出量減少の要因
・自動車の燃料消費量減少

2013年度⇒2030年度の削減目標
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49％削減に向けたロードマップ（産業・業務部門）

産
業
・
業
務
部
門

15％削減

4,887 千t-CO2 （年間排出量）

4,154 千t-CO2

2,801 千t-CO2

施策の方向性：企業におけるエネルギー源の転換、省エネの推進（太陽光など再エネの導入、化石燃料の使用料削減、省エネ機器導入支援等）

▲1,353 千t-CO2

2019年度⇒2030年度の削減目標

▲733 千t-CO2

2013年度⇒2019年度の削減実績

実質ゼロ

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030 2050年

○2013年度から2019年度までの削減状況について（▲733千t-CO2）

・産業部門、業務部門ともにエネルギー消費量に占める電力の割合が最も高い

ため、電力排出係数の改善などは排出削減に寄与している。

・産業部門の排出量の9割が製造業に由来。製造業におけるエネルギー消費量は、

電力が最も割合が高いが、化石燃料（石炭・石油等）も一定程度を占める。

実質ゼロに向けて

・更なる電力の脱炭素化

・革新的技術の実装
（例：次世代太陽電池の活用 等）

・優良事例の水平展開

・取組みの更なる促進・加速化

43％削減

4,033 千t-CO2

（目標値3,713千t-CO2）

▲1,353 千t-CO2 対策の主なもの

電力の脱炭素化【国】（ゼロエミ電源の拡大、火力発電の抑制）約▲1,100千t-CO2

エネルギー源の転換（燃料・設備）（LNG、水素等の利活用） 約▲200千t-CO2

産業・業務機器の省エネ化 約▲60千t-CO2

工場・事業所等への太陽光発電の導入 約▲10千t-CO2

脱炭素技術の開発等

○排出量増加の要因
・コロナ禍からの社会経済活動の回復に伴う製造業での電力消費量増加
・電力の排出係数悪化

2013年度⇒2030年度の削減目標
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【参考】福井県における再生可能エネルギーの導入状況

○本県の再生可能エネルギーの導入量は、太陽光発電を中心に拡大している。

616
665 706

744
788

817 831 847
869

898

（目標値945）
912

（目標値994）

1,336

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2030

太陽光 陸上風力 水力 バイオマス

2030年度導入目標

1.6倍
(2020年度比)

本県の再生可能エネルギーの導入実績・目標〔単位：千kW〕
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① 温室効果ガス排出の現状と
49％削減に向けたロードマップの進捗

② 昨年度会議でのご意見と対応状況

③ 本県の脱炭素化に向けた取組み状況
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昨年度会議での主なご意見と対応状況①

発言者 発言内容 対応状況

福井県商工会議所連合会
八木会頭

・自社のCO2排出量算定の実績がある事業所は１割に留まってい
る。商工会議所でも排出量の見える化をサポートしており、トライ
アルや導入時の費用負担を軽減する支援策があると思う。支援につ
いて検討をお願いしたい。

・県内中小企業のCO2排出量算定・見える化を支援するため、県に
おいても、今年度から無料のCO2排出量算定支援を実施している。

福井県バス協会
岩本会長

・バス業界全体としてＥＶバスの導入を促進しているが、車両単価
がかなり高額であり、充電器や電力設備のメンテナンス費用も発生
する。
・ＥＶバスの導入につき、従来の車両の購入と差がないような補助
金を確保していただきたい。現在、ＥＶバスの国からの補助は３分
の１から４分の１。
・充電器などの機器の更新やメンテナンスに対する助成なども創設
していただきたい。自社設備以外で充電ができるＥＶスタンドと
いったインフラの整備も要望していきたい。

・ＥＶバスなど商用車の電動化について、国の動向や県内企業の
ニーズ等を見極めながら、対応を検討していく。

福井県市長会
西行会長

・住宅の太陽光・蓄電池設備導入促進事業や企業の省エネ設備導入
支援について、来年度も継続して実施していただき、家庭や事業所
での脱炭素化の取組みが市民生活の一部として広く浸透していくよ
う、支援をお願いしたい。

・住宅向け、企業向けの太陽光・蓄電池設備導入促進事業補助金や
企業の省エネ設備等導入支援事業補助金、省エネ家電購入応援キャ
ンペーンなど、家庭や事業所での脱炭素の取組み支援を今年度も継
続して行っている。

福井県地球温暖化防止活動推進センター
吉川センター長

・太陽光発電や電気自動車の補助金があるが、補助金だけでなく、
福井県の事情に合った、土台となる支援の体制（中間支援組織）づ
くりを進めていく必要がある。（太陽光発電設備の普及促進のため
の分析・研究など）

・オープンフォーラムにおいて、企業・団体の実務担当者向けに太
陽光発電などテーマを絞り、一連のセミナーやワークショップを開
催し、ネットワーク構築や課題解決を図っている。こうした活動の
中で、今後の温暖化対策の推進に必要な体制についても検討してい
く。

○関連予算

・中小企業スマート省エネ促進事業（R7当初/7,403千円）

○関連予算

・住宅の太陽光・蓄電池設備導入促進事業（R7当初/46,585千円）
・企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業（R7当初/84,890千円）

・企業における省エネ設備等導入支援事業（R6.2補正/224,341千円）

・省エネ家電購入促進事業（R6.2補正/257,636千円）
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昨年度会議での主なご意見と対応状況②

発言者 発言内容 対応状況

福井県中小企業団体中央会
江端専務

・中小企業組合でもカーボンニュートラルへの取り組みが広がりつ
つあるが、県内の小規模事業者の景況は総じて厳しい状況にあり、
県をはじめ関係機関においては、中小企業、小規模事業者の実情を
踏まえた、カーボンニュートラルと生産性向上による収益確保が両
立できるような、ハード・ソフトにわたる継続的な支援をお願いし
たい。

・県等において様々な支援メニューを設けている他、オープン
フォーラムでも、脱炭素を活用した新たな価値づくりをテーマに今
後セミナーやワークショップを開催し、企業の脱炭素と収益確保の
両立を図っていく。

福井県森林組合連合会
坂東代表理事会長

・高齢樹の再造林・更新の取組を進めているが、所有者の費用負担
が課題となっており、全国では森林再生基金を立ち上げて所有者の
追加負担なしでの整備を進めている。
・福井県でも令和７年度に制度を創設したいと考えているが、制度
の立ち上げには県の指導や市町、企業、団体の支援が不可欠であ
り、ご協力をお願いしたい。

・県としては、県森連から企業等への出資の協力を呼び掛ける普及
啓発活動を支援していく。

福井工業大学
掛下学長

・工学部各学科や経営情報学部で、再エネや脱炭素に関連した調
査・研究を行っており、県民向けにも講座や出前授業でカーボン
ニュートラルの意識向上を図っている。
・産学官金民の連携や共同研究体制が一層必要になってくる。

・カーボンニュートラル福井コンソーシアムによる産学官金民連携
体制を継続し、オール福井での脱炭素に取り組んでいく。

福井県連合婦人会
田村会長

・今までしてきたことを楽しく実行していってほしい。それがSDGs
やカーボンニュートラルにつながる。

・ふるさと環境フェア2025の開催や「ふくeco」アプリによるエコ
アクションポイントの付与など、楽しみながら温暖化対策を実行す
る仕掛けを今後も継続していく。

○関連予算

・企業の太陽光・蓄電池設備導入促進事業（R7当初/84,890千円）

・企業における省エネ設備等導入支援事業（R6.2補正/224,341千円）

・中小企業スマート省エネ促進事業（R7当初/7,403千円）

○関連予算

・家庭の省エネ（デコ活）推進事業（R7当初/35,381千円）
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① 温室効果ガス排出の現状と
49％削減に向けたロードマップの進捗

② 昨年度会議でのご意見と対応状況

③ 本県の脱炭素化に向けた取組み状況
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これまでの福井県の取組み

○脱炭素化推進のための（１）土台づくりと、脱炭素化に向けた（２）実践行動の促進の両面から取組みを進めている。

推進のための
土台づくり

脱炭素化に向けた
実践行動の促進

両
面
か
ら
取
組

実
践
行
動

土
台
づ
く
り

自治体 県民企業

カーボンニュートラル福井コンソーシアム

庁内推進本部会議

市町連携会議
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「価値づくり産業」の創出

カーボンニュートラル福井コンソーシアム（R5.11～）

カーボンニュートラル県・市町連携会議（R5.10～） 福井県カーボンニュートラル推進本部（R5.10～）

①産学官金民 連携

②県・市町 連携 ③庁内 連携

方針決定

取組共有

方針決定

取組共有

先進事例

共有

（１）土台づくり ～「オール福井」の連携体制構築～
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○コンソーシアム「オープンフォーラム」

✔実務者による課題解決やネットワーク構築を目指す

参加者のニーズにあわせたテーマを設定し、勉強会・交流会を開催

「オープンフォーラム」による活動の様子

（１）土台づくり ～産学官金民の実務者連携～

※現在、参加者募集中のセミナー（一部）

16回開催 延べ550名参加
令和6年度
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「価値づくり産業」の創出

Ｒ５ 福井県 重点対策加速化事業 採択

Ｒ６ 越前市 重点対策加速化事業 採択

Ｒ７ 坂井市 重点対策加速化事業 採択

Ｒ７ 池田町 脱炭素先行地域 選定

Ｒ４ 敦賀市 脱炭素先行地域 選定
・融雪機能付き太陽光発電等による豪雪地帯での脱炭素化

・県・地域金融機関が小規模自治体を下支えするモデル構築

主な取組

・卒FIT太陽光発電やごみ発電による公共施設への再エネ電力供給

・電力会社・金融機関連携による融資・補助一体型事業者支援

主な取組

・多雪地域対応型太陽光発電設備の普及

・遊休施設等への太陽光発電設備の設置

・ゼロカーボンセントラルパークの実現に向けた取組

主な取組

・企業・住宅への太陽光発電と蓄電池のセット支援

主な取組

・工業地帯における脱炭素経営推進と産業誘致

・特定事業所や中小企業への再エネ導入支援

・産学官金連携による脱炭素推進体制の構築

主な取組

太陽光発電設備を設置予定
の小学校プール

脱炭素先行地域：2050年カーボンニュートラルの先進的モデルとして、民生部門のCO2排出ゼロに前倒しで取り組む地域

重点対策加速化事業：全国各地で取り組むべき脱炭素の基盤となる重点対策を複数年にわたって複合的に実施する取組

（１）土台づくり ～市町との連携・取組みの拡大～

臨海工業地帯「テクノポート福井」
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県有施設の照明LED化1

✔2027年度までにLED化率100％ ※特殊照明等を除く

国の目標（2030年度までに100％）を３年前倒し

R7年度の対象施設：約105施設（照明台数：約45,000台）

✔LED化によるJクレジットの創出を検討

（２）実践行動の促進 ～県の取組み～

出典：環境省脱炭素化に向けた取組実践ガイドブック

県有林におけるＪ-クレジット制度の活用2

✔森林由来のJ-クレジット活用に向けたプロジェクト登録

（R7年度中）

森林由来のJ-クレジットを創出し、カーボン・オフセットの地産地消を推進

三井物産㈱と協定を締結（R7.2）

＜J-クレジット制度のイメージ＞
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「価値づくり産業」の創出

富山県配慮基準(R5.3)

図2. 環境配慮基準のイメージ

（参考：富山県）

地域脱炭素のための促進区域設定等に向けた
ハンドブック（第4版）(R6.4)

図1.国/都道府県の基準と促進区域の関係

「福井県環境配慮基準」の策定3

✔県内市町が再エネ促進区域を設定するための基準（福井県環境配慮基準）を今年度中に策定予定

市町は、地域の自然条件や制約等を考慮し、再エネ導入に適した場所（再エネ導入促進区域）を設定する努力義務あり（地球温暖化対策推進法）

（２）実践行動の促進 ～県の取組み～
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（福井鋲螺社資料）

カーボンニュートラル推進企業表彰1

✔カーボンニュートラルに向けた取組みを宣言する企業を登録

「ふくいSDGsパートナー宣言制度」と連携。現在56団体が登録

✔先進的にカーボンニュートラルに向け取組む企業を表彰

R５年度から開催。16社17点(3部門)の応募の中から7社を表彰（R6年度）

カーボンニュートラル推進企業 表彰式（R7.3）

（参考）受賞企業の取組み

（２）実践行動の促進 ～企業の実践応援～

令和５年度大賞 福井鋲螺株式会社（あわら市）

令和６年度大賞 マルイチセーリング株式会社（越前市）

✔サプライチェーン（取引先や仕入先）と連携した設備導入などの省エネ活動

✔東海・北陸地域で初めて環境省SHIFT事業（企業連携モデル）に採択

✔国内のインテリア業界で初めて中小企業版SBTの認証取得

✔カーボンニュートラル宣言の実施、CO2削減量等を月毎にグラフで見える化

カーボンニュートラル宣言企業の募集
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県内出張をクルマから公共交通に転換２

✔ ＩＣカードを活用し、出張時の公共交通利用を促進

県内企業や市町において、出張時に使える共用ICカードを職場に備え置く

実証事業を９月から開始（県においても、秋頃から実施予定）

（２）実践行動の促進 ～企業の実践応援～

省エネ、エネルギー源の転換３

✔ 県内企業の省エネ設備や太陽光・蓄電池の導入を支援

省エネ設備の導入支援 最大600万円補助（補助率1/2）

太陽光・蓄電池の導入支援 最大1,130万円補助（経費のおおよそ1/3を支援）

（工場のLED照明）

（太陽光発電節設備）
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2050年時点のイメージ図

福井県水素・アンモニアサプライチェーン構想の策定４

（２）実践行動の促進 ～企業の実践応援～

✓ R６年度、水素・アンモニアの需給ポテンシャル、サプライチェーン構築や利用拡大に向けたロードマップ等を「水素・アンモニアサプライチェーン構想」として策定

✓ R7年度はさらに水素・アンモニア利活用モデルの検討や供給の課題等を整理
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✔国の省エネ基準を上回る県独自の基準を策定（R7.3）

動画等による情報発信や事業者向け講習会などを行い、「ふくいエコはぴねす住宅」

のメリットを県民や県内事業者にPRし、普及を促進

県独自の省エネ住宅基準の策定1 「ふくeco」アプリによる普及啓発

✔「気軽に・楽しく」エコ活動に取り組めるアプリ

省エネやごみ減量などのエコアクションに応じてポイント進呈

令和6年6月よりアプリの運用を開始し、約9,500人がダウンロード

2

Android

AppStore

（２）実践行動の促進 ～脱炭素型ライフスタイル～
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４ 各団体における脱炭素化に
向けた取組みの報告
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・福井県商工会議所連合会

・池田町

・福井県森林組合連合会

・福井銀行
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福井県商工会議所連合会

１．カーボンニュートラルサポートデスクの開設（福井商工会議所）

カーボンニュートラルの実現に向け、中小企業の脱炭素経営を支援

するため、普及・啓発、情報発信、相談対応を行うサポートデスク

を設置。

【主な取組内容】

・カーボンニュートラルに関するセミナー

の開催

・中小企業向け個別相談窓口の開設

・温室効果ガスの「見える化」を支援する「見えサポ」導入推進

・必要な情報を集約した専用ポータルサイトの開設
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福井県商工会議所連合会

２．カーボンニュートラルテック展の開催

北陸技術交流テクノフェア2025の特別展として、会場内にカーボン

ニュートラルエリアを設置。省エネ技術や脱炭素に資する製品・

サービスを紹介する展示会を開催。

【内 容】

・開 催 日：10月23日（木）24日（金）

・会 場：福井県産業会館2号館

・出展者数：17社・団体

・展示内容：透明太陽電池、遮熱素材など
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・福井県商工会議所連合会

・池田町

・福井県森林組合連合会

・福井銀行
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雪下ろし負担・不安の軽減

寒くない快適な住環境

遊休農地の活用

池田町は「先進的で充実する小数社会」の実現をテーマに各種のまちづくり事業に取り
組んでいます。その一つに「脱炭素むらづくり」事業があります。

池田町の地域資源を活かす「地域づくり経済」の促進を図ることで、地域の課題解決に
取り組むとともに、世界課題に対しても貢献しようとするものです。
これまでのコンプレックスをアイデンティティに変換するプロジェクトといえます。

不便、不安を安心、快適へ

資源の再活用

木材(Ｃ材、Ｄ材)の活用

雪解け水の活用

池田の
アイデンティティ

を磨く
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屋根雪を溶かす設備を一般住宅へ展開。 屋根雪下ろしのオプションサービスも併せ、
雪への不安の少ない生活の実現

断熱改修やエコキュートへの補助の実施により、暖かくて家計に優しい生活の提案

融雪型太陽光発電事業

省エネ事業

役場新庁舎と観光施設に整備し、木材(Ｃ材、Ｄ材)を有効活用し、地域づくり経済の創出

木質バイオマス地域熱供給事業

垂直型太陽光パネルを用いた、遊休農地での農作物と電気の二毛作による地域づくり経済の
創出

営農型太陽光発電

現在稼働の３箇所に、新たに２箇所整備を行い、安定した再エネを供給

小水力発電事業

できた再エネ電気を町全域に地産地消電力プランにて供給し、消費することで、エネルギー、
観光、環境、農業、特産品などの新たな地域づくり経済の流れが生まれる

地域新電力事業
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池田町
脱炭素
むらづくり課

池田町
新電力
会社

株式会社
まちＵＰいけだ

株式会社
アドバンテック

株式会社
森とみずの
ちから

公益社団法人
雪センター

福井工業大学

長岡技術
科学大学

一般財団法人

池田町
農業公社

千葉大学

環境健康フィー
ルド科学セン

ター

一般財団法人
いけだ農村
観光公社

一般社団法人
ふくい健康
省エネ住宅
推進協議会

池田町
建築組合

越前福井
森林組合

株式会社
ソマノベース

福井県
・併任職員による人的支援
・制度設計や事業運用など
実務ノウハウの提供
・地域主導型の再エネ事業
への支援

福井銀行
・派遣社員による人的支援
・ファイナンス案件の組成

北陸電力
・再エネ電源開発に対する支援
・再エネメニューの提供
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・福井県商工会議所連合会

・池田町

・福井県森林組合連合会

・福井銀行
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森林資源の循環利用と木材利用及び森林吸収について

林野庁HP 令和6年度森林・林業白書概要「木材利用の動向」より引用

林野庁HP 「地球温暖化防止に向けて」より引用

木材利用は、
①炭素の貯蔵
②エネルギー集約的資材の代替
③化石燃料の代替

の3つの面で地球温暖化防止に貢献。

地球温暖化は、大気中に存在する二酸化炭素な
どの温室効果ガスの濃度が上昇することが原因
だと考えられています。
地球温暖化を防ぐためには、大気中への二酸化
炭素放出を減らし、さらに、大気中から二酸化
炭素を取り除くことに取り組む必要があります。
植物には、半永久的に利用可能な太陽からの光
エネルギーを利用して、大気中の二酸化炭素を
有機物として固定するという重要な働きがあり、
特に樹木は幹や枝などの形で大量の炭素を蓄え
ています。 1

＜森林資源の循環利用と木材利用＞

＜森林吸収＞

「伐る，使う，植える，育てる」というサイクルを通じ
て、森林の適正な整備・保全を続けながら、木材を再生産
することが可能となり、森林の有する多面的機能を持続的
に発揮させることにつながる。
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新たな取組みについて

2

林野庁HP 「SHK制度の概要」より引用

「地球温暖化対策の推進に関する
法律」（温対法）に基づき、温室
効果ガスを一定量以上排出する事
業者に、自らの排出量の算定と国
への報告を義務付け、報告された
情報を国が公表する制度。
本制度の算定対象に、森林による
二酸化炭素（CO2）吸収量と木材
製品の炭素固定量が追加される。
関係省令
①2025年度中に公布
②2026年度4月施行
③2027年度の報告から適用

＜SHK制度＞

＜「森の国・木の街」プロジェクト＞

林政ニュースHPより引用
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福井県の林業 地域の森林管理方針

福井県HP 県産材活用課「ふくいの森林・林業の未来を切り拓く基本計画の策定（令和7年3月）」より引用
42



4

福井県内森林組合系統の取組 ～主伐・再造林の推進～

林野庁HP 分野別情報「森林&SDGs」より引用

森林所有者の
伐採意欲向上

再造林率向上

CO2吸収源対策

福井県森林組合連合会調べ

設立済み（1道20県）

植栽
再造林

間伐

除伐主伐

枝打ち

下刈り
雪起こし

地拵え

森林資源
循環

○ 再造林基金

全国の運営状況 福井県森林再生基金
事業イメージ

林業の仕事

○ 森林整備の必要性
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・福井県商工会議所連合会

・池田町

・福井県森林組合連合会

・福井銀行
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福井銀行グループ 
地域脱炭素化に向けた取組み 
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福井銀行グループの脱炭素ロードマップ 

グループのCO2排出量の削減目標および 「地域脱炭素の実現」 に向けたロードマップを定めて取組み 
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3 2050年のカーボンニュートラル実現に向けた各市町との連携・環境省事業活用 

大野市 
脱炭素ビジョン 

策定協議会（R4～） 
脱炭素推進会議（R5～） 

あわら市 
脱炭素企業交流会（R4～） 坂井市 

脱炭素ロードマップ 
検討委員会（R5～） 
ゼロカーボンさかい 

コンソーシアム（R7～） 

福井市 
環境推進会議 

鯖江市 
脱炭素ロードマップ 

策定委員会（R4～） 

敦賀市（福井県） 
嶺南Eコースト計画 

敦賀市 
脱炭素マネジメントチーム 
「R4.11先行地域指定」 

※自治体との連携 

ESG地域金融促進事業 
 

R5年度：眼鏡産業の脱炭素化と 
持続力向上に向けた調査検討 

 

R6年度：再エネ地産地消に向けた 
小水力発電の普及 

※環境省事業・連携 

あわら市 
地域ぐるみでの脱炭素 

経営支援体制構築モデル事業 

福井県 
カーボンニュートラル福井 

コンソーシアム 

 環境省 中部地方環境事務所 
との連携協定（R5.12） 

  

3 

地域の脱炭素化に向けた取組み＿県内自治体・環境省との連携 

 環境省 中部地方環境事務所 とのセミナー共催 
「地域脱炭素の実現に向けた 

事業者・金融機関向けセミナー in 北陸」 (R7.1) 
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4 

地域の脱炭素化に向けた取組み＿環境省交付金事業「脱炭素先行地域」支援 

地域脱炭素の推進と地域課題解決の同時実現に向け、事業採択支援および実行フェーズでの伴走支援 

▶ 敦賀市（2022年11月採択） ▶ 池田町（2025年5月採択） 

脱炭素マネジメントチーム 
参画 
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地域の脱炭素化に向けた取組み＿環境省交付金事業「重点対策加速化事業」支援 

地域脱炭素の推進と地域課題解決の同時実現に向け、事業採択支援および実行フェーズでの伴走支援 

▶ 越前市（2024年5月採択） ▶ 坂井市（2025年6月採択） 

2025年度 
民間向け補助事業展開 

2025年度 
コンソーシアムキックオフ 49



地域の脱炭素化に向けた取組み＿企業間連携・交流による脱炭素化支援 

6 

異業種交流を通じた企業間情報共有の場づくり支援 

 福井鋲螺㈱さまと連携し、サプライチェーン協働に 
   よる脱炭素経営を推進 
 令和6年度 環境省補助事業 「SHIFT事業」 の 
   「企業間連携先進モデル事業」 申請を支援、 
   北陸・東海3県で初採択 

 「脱炭素化」に取組む県内企業を繋ぎ、取組みの課題や 
   人材育成等をテーマに「対話型」の企業間交流（23社交流） 

サプライチェーン協働による脱炭素化事業支援 

地域脱炭素のモデル化に向けた省庁の巻き込み 

 経産省、GX推進機構との意見交換、取組企業視察 
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地域の脱炭素化に向けた取組み＿お客さまの脱炭素化支援メニュー 

51



Copyright©2023 The Fukui Bank, LTD. All rights reserved.  

ふくぎんSDGs私募債(寄付先支援型)は、発行企業さまとともに地域社会の課題解決に貢献することを目的とした商品です。 
当行が私募債を発行されたお客さまから受け取る手数料の一部（発行金額の0.2％相当額）より物品を購入し、SDGsの
取組みが行われている団体等に寄贈を行うもので、寄贈先は私募債を発行されたお客さまにお選びいただくことができます。 

地域の脱炭素化支援メニュー 「ふくぎんSDGs私募債」 （カーボンオフセット型） 

ふくぎんSDGs私募債(カーボンオフセット型)は、持続可能な社会の実現に向け、発行企業さま、福井県と一体となり地域の 
脱炭素に貢献することを目的とした商品です。 
当行が私募債を発行されたお客さまから受け取る手数料の一部（発行金額の0.2％相当額）で環境価値(非化石証書または 
Jクレジット)を購入し、福井県立恐竜博物館で排出された温室効果ガスに対してオフセット(または実質再エネ調達)を行います。 
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５ 意見交換
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６ 今後の方針
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（6）今後の方針

コンソーシアムの活動

①目標・情報・課題・認識の共有

②削減に具体的に取組み、価値づくりにも挑戦

③各主体の先進的な取組みの見える化

情報・課題・
認識の共有

具体的な
取組み実践

先進取組み
の見える化

①

②

③

○カーボンニュートラル実現に向けた機運醸成、施策の弛まぬ推進

○脱炭素による価値づくりの実践、見える化

○産学官金民連携による脱炭素モデルの創出・拡大

今後１年間の方向性
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７ 閉 会
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